
平成１２年１０月２７日
株式会社　　  東    芝

平 成 １２ 年 度 中 間 決 算 概 要

１．連結の業績 

（単位：百万円）

摘 要 12年度上半期 11年度上半期 前 年 同 期 比 較 11 年 度

（Ａ） （Ｂ） (A)-(B) (A)/(B)

％

売 上 高 2,825,918  2,622,464  203,454  108  5,749,372  

税引前利益（損失） 106,213  △65,681  171,894      - △44,844  

当期純利益（損失） 53,898  △48,459  102,357      - △32,903  

基 本 的 １ 株 当 り
当 期 純 利益 （損 失）

16円74銭  △15円05銭  31円79銭  △10円22銭  

希 薄 化 後 １ 株 当 り
当 期 純 利益 （損 失）

16円65銭  △15円05銭  31円70銭  △10円22銭  

（注）１．当社の連結決算は米国基準に拠っている。

　　　２．連結子会社数は 313社である。

　　　３．当社は12年度上半期より米国財務会計基準書第115号「特定の負債証券及び持分

　　　　　証券投資の会計処理」を適用した。これに伴い、11年度上半期及び11年度の連結

　　　　　財務諸表を修正再表示している。

２．単独の業績 

（単位：百万円）

摘 要 12年度上半期 11年度上半期 前 年 同 期 比 較 11 年 度

（Ａ） （Ｂ） (A)-(B) (A)/(B)

％

売 上 高 1,755,528  1,552,188  203,340  113  3,505,338  

経 常 利 益 （ 損 失 ） 67,553  △49,201  116,754      - 16,280  

当期純利益（損失） 26,307  △46,119  72,426      - △244,515  

１株当り当期純利益（損失） 8円17銭  △14円33銭  22円50銭  △75円96銭  

（中間配当金） （中間配当金） （年間配当金）

配 当 金 普通配当  5円 普通配当  0円 普通配当  3円

● 詳しいお問い合せは 広報室広報担当　電話(03)3457-2100　



平成 13年 3月期 中間決算短信(連結)  ［米国会計基準］ 平成 12年 10月 27日

上   場   会   社   名       株式会社　東　芝 上場取引所 東 大 名 福 京 札

コード番号       6502 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 広報室長 東京都

　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　野村　克文 TEL (03) 3457 - 2100
中間決算取締役会開催日　　平成 12年 10月 27日

１. 12年 9月中間期の連結業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）
(1)連結経営成績

   　売    上    高     　 営　業　利　益  税　引　前　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 2,825,918 7.8 106,021 - 106,213 -
11年 9月中間期 2,622,464 5.0 △ 30,588 - △ 65,681 -
12年 3月期 5,749,372 100,969 △ 44,844

     中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

12年 9月中間期 53,898 - 16.74 16.65
11年 9月中間期 △ 48,459 - △ 15.05 -
12年 3月期 △ 32,903 △ 10.22 -
(注)①持分法投資損益    12年 9月中間期4,538 百万円   11年 9月中間期△1,400 百万円   12年 3月期5,683 百万円

     ②中間期末のデリバティブ取引の評価損益 △ 2,199 百万円

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 5,570,412 1,085,801 19.5 337.31
11年 9月中間期 5,935,525 1,072,893 18.1 333.30
12年 3月期 5,780,006 1,060,099 18.3 329.33

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　 営業活動による   　 投資活動による 　財務活動による 現金及び現金同等物

　キャッシュ・フロー  　キャッシュ・フロー  キャッシュ・フロー 期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

12年 9月中間期 286,347 △ 106,911 △ 124,933 532,550
11年 9月中間期 - - - 459,635
12年 3月期 435,946 △ 293,154 △ 158,676 465,237

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  313　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　32　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）16　社  （除外）24　社   持分法（新規）2　社  （除外）　2　社

２. 13年 3月期の連結業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 　　  売   上   高 　　税　引　前　利　益  当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 6,220,000 250,000 137,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   42 円 56 銭 

－連 １－
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企企企企業集団の状況業集団の状況業集団の状況業集団の状況

　当グループは、当社、連結子会社３１３社および持分法適用会社３２社（平成１２年９

月現在）により構成され、情報通信・社会システム、デジタルメディア、重電システム、

電子デバイス、家庭電器、その他の６部門に関係する事業を行っています。

　各事業に携わる連結子会社数は、情報通信・社会システム部門が９７社、デジタルメデ

ィア部門が３５社、重電システム部門が２４社、電子デバイス部門が４３社、家庭電器部

門が５８社、その他部門が５６社となっています。

事業系統図は連８頁の通りです。

経経経経営方針および経営成績について営方針および経営成績について営方針および経営成績について営方針および経営成績について

経営方針について経営方針について経営方針について経営方針について

会社の経営の基本方針会社の経営の基本方針会社の経営の基本方針会社の経営の基本方針

　当社は、情報通信・社会システム、デジタルメディア、重電システム、電子デバイス、

家庭電器、その他の各事業分野において、先端技術をベースにした価値ある商品と、お客

様の満足を実現するソリューションサービス、そしてこれらを融合することにより、産業・

社会・家庭などでのＩＴ化の促進と新しいスタイルの確立、社会インフラの高度化などに

貢献していきます。

　事業環境の変化に的確に対応し、社内外の経営資源を有効に活用することにより、各事

業分野で強みを持つ企業として、継続的な成長と収益を実現できる経営体質の確立をめざ

します。

　これにより、お客様、株主、従業員、地域社会などそれぞれのステークホルダーにとっ

ての満足を高め、企業価値の向上を図っていきます。

会社の利益配分に関する基本方針会社の利益配分に関する基本方針会社の利益配分に関する基本方針会社の利益配分に関する基本方針

　当社は、利益配分については安定的配当の継続を基本に、当該期および今後の業績など

を勘案して行うこととしています。

　また、内部留保金については、今後の事業拡大を図るための設備投資、投融資、研究開

発などに有効活用していきます。

中長期的な会社の経営戦略と、目標とする経営指標中長期的な会社の経営戦略と、目標とする経営指標中長期的な会社の経営戦略と、目標とする経営指標中長期的な会社の経営戦略と、目標とする経営指標

　当社は、平成１２年度をスタート年とする３ヵ年の中期経営計画を策定しています。本

計画では、その基本を、「ＩＴ技術を駆使した価値ある製品とサービスの提供」「カンパニ

ー制の進化とインターカンパニーバリューチェーンの構築」「企業価値の向上とコーポレ

ートガバナンスの充実」の３つにおいています。

　当社は、本計画にもとづき、モバイル、ネットワークを中心としたＩＴ分野と、これを
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支えるコンポーネント分野に集中的にリソースを投入し、高い成長と収益を実現するとと

もに、事業構造改革の加速など強固な収益体質の確立を図り、平成１４年度には、売上高

７兆８，０００億円、当期純利益２，０００億円、ＲＯＥ１５．５％をめざします。

　また、キャッシュフロー経営の徹底により、平成１４年度末のグループ有利子負債を

１兆７，５００億円とする目標を計画しています。

会社の経営管理組織の整備等に関する施策会社の経営管理組織の整備等に関する施策会社の経営管理組織の整備等に関する施策会社の経営管理組織の整備等に関する施策

　当社は、平成１１年４月に、迅速な事業運営を行うことを目的として、「社内カンパニー

制」を導入し、自主責任経営体制を確立しました。これにより、各カンパニーが、グロー

バル競争の中で、競合する企業を見据えながら、それぞれに最適な事業戦略を展開します。

　一方、本社は、全社戦略の立案機能と経営監査機能を柱とするグループ本社として位置

づけ、「小さな本社」としました。

　業務執行を担う執行役員制度と、意思決定および監督機能を担う取締役会については、

運営・運用面からの整備をさらに進め、コーポレートガバナンスの一層の充実と、事業環

境の変化に迅速に対応できる経営管理組織の整備充実に努めていきます。

会社の対処すべき課題会社の対処すべき課題会社の対処すべき課題会社の対処すべき課題

　中期経営計画を確実に実行するため、その施策の柱となる「モバイル、ネットワークを

中心とするＩＴ事業への注力」、「強固な収益基盤の確立」、「新しい経営スタイルの確立」

について、グループをあげてその実現に取り組んでいきます。

　「ＩＴ事業への注力」では、モバイル、ネットワークを中心としたＩＴ事業分野やコン

ポーネント分野へのリソースの集中的投入、インターネットサービスをはじめとするサー

ビス事業の強化により、高い成長と収益をめざします。

　「強固な収益基盤の確立」では、成熟事業分野での事業構造改革、ポートフォリオの見

直しを加速する一方、グループ内でのＩＴの戦略的活用により、経営のスピードアップ、

生産性向上と、顧客満足の向上を図ります。

　「新しい経営スタイルの確立」では、顧客志向とデータにもとづき継続的に改革に取り

組む「経営変革２００１運動」の推進により、企業風土の変革を進めます。

経営成績について経営成績について経営成績について経営成績について

〔当中間期の概況当中間期の概況当中間期の概況当中間期の概況〕

当中間期の生産、販売、損益等の状況を含む業務全般に関する分析当中間期の生産、販売、損益等の状況を含む業務全般に関する分析当中間期の生産、販売、損益等の状況を含む業務全般に関する分析当中間期の生産、販売、損益等の状況を含む業務全般に関する分析

　平成１２年度上期のわが国経済は、民間設備投資がＩＴ（情報技術）関連投資を中心に

堅調に推移するなど、個人消費が依然として伸び悩んだものの、緩やかな回復の動きを見

せました。一方、海外は、米国が減速気味ではあるものの高水準を維持し、アジア、欧州

とも景気拡大が持続しました。こうした中、当社および当社グループは、経営の仕組みの

改革、事業構造の改革、企業風土の改革に継続的に取組み、収益の確保に向けて注力しま
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した。

　連結の売上については、携帯電話、パソコン周辺機器が堅調であったことに加え、デジ

タル関連機器の需要増に伴い、半導体全般、液晶などの電子デバイスが好調に推移したこ

とにより、前年同期比８％増の２兆８，２５９億円となりました。

　利益については、半導体部門の収益が大きく改善したことにより、大幅に回復し、上半

期では３期ぶりの黒字となりました。この結果、当中間期純利益は５３９億円となりまし

た。

　単独決算については、産業機器事業の移管による減収はありましたが、デジタル関連機

器向けの電子デバイス、移動体通信、パソコン周辺機器などが好調に推移し、売上高は前

年同期比１３％増の１兆７，５５５億円となり、上半期ベースでは３期ぶりの増収となり

ました。利益については、経常利益が６７５億円で、特別損失として、退職給付引当金へ

の繰入れや子会社整理損失を計上した結果、当期純利益は２６３億円となりました。

当中間期のキャッシュフローの状況に関する分析当中間期のキャッシュフローの状況に関する分析当中間期のキャッシュフローの状況に関する分析当中間期のキャッシュフローの状況に関する分析

　社内カンパニー制の導入に伴う、キャッシュフロー重視の経営の定着などにより、営業

活動によるキャッシュフローは２，８６３億円、投資活動によるキャッシュフローはマイ

ナス１，０６９億円で、フリーキャッシュフローは１，７９４億円のプラスとなりました。

当中間期の主なセグメント別の状況に関する分析当中間期の主なセグメント別の状況に関する分析当中間期の主なセグメント別の状況に関する分析当中間期の主なセグメント別の状況に関する分析

　セグメント別の売上高を見ると、情報通信・社会システム部門は、昇降機が国内で堅調

に推移したものの、流通業界など非製造業の設備投資の伸び悩みなどによるコンピュータ

システムの減少などにより、７，６５９億円と前年同期比５％の減収となりました。デジ

タルメディア部門は、パソコンが競争の激化により伸び悩んだものの、ＤＶＤ－ＲＯＭや

ＨＤＤなどのパソコン周辺機器、携帯電話やケーブルモデムなどの通信関連機器、ＤＶＤ

ビデオプレーヤなどが大きく伸長し、７，６４２億円と前年同期比８％の増収となりまし

た。重電システム部門は、電力業界における新規設備投資の抑制傾向が継続しているもの

の、国内外において火力発電設備が相次いで売上計上されたことにより、２，８５６億円

と前年同期比１３％の増収となりました。電子デバイス部門は、デジタル関連機器の需要

増に伴い、ディスクリート、システムＬＳＩ、フラッシュメモリ、ＤＲＡＭなどの半導体

全製品と液晶が好調に推移し、８，１５３億円と前年同期比３２％の増収となりました。

家庭電器部門は、空調機器や洗濯機などが堅調に推移し、３，３６３億円と前年同期比２％

の増収となりました。その他部門は、３，３５９億円と前年同期比１６％の増収となりま

した。

　セグメント別の営業利益では、情報通信・社会システム部門は、為替の影響や売上減少

などにより、前年同期比で１８０億円の悪化となり、マイナス１９７億円となりました。

デジタルメディア部門は、パソコン周辺分野で増益となったものの、競争が激化したパソ

コンやカラーテレビなどの減少により、ほぼ横ばいの１７５億円となりました。重電シス
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テム部門は、火力プラントの国内外での売上増加により、６９億円と改善しました。電子

デバイス部門は、半導体や液晶の収益が大きく改善し、事業構造改善のための資産廃却な

どがあった前年同期に比べ１，４６１億円改善し、８０５億円となりました。家庭電器部

門は、５７億円と前年同期比で４１億円の増益となりました。その他部門は、前年同期比

１２％減の１３７億円となりました。

当中間期の利益配分に関する事項当中間期の利益配分に関する事項当中間期の利益配分に関する事項当中間期の利益配分に関する事項

　当中間期の利益配当につきましては、復配し、１株あたり５円といたします。

その他、当中間期に決定または発生した重要な事実の概要その他、当中間期に決定または発生した重要な事実の概要その他、当中間期に決定または発生した重要な事実の概要その他、当中間期に決定または発生した重要な事実の概要

・ 平成１２年４月に、産業用モータやインバータなどの産業機器事業について、製造会社

と販売会社に分社・再編しました。

・ 平成１２年７月に、プリント基板事業について、大日本印刷株式会社との間で合弁会社

を設立することで合意しました。

・ 二次電池事業について、リチウムイオン二次電池に経営資源を集中投入するため、平成

１２年９月に、当社グループと旭化成工業株式会社の合弁会社で、リチウムイオン二次

電池事業を行っている株式会社エイ・ティー・バッテリーの旭化成工業株式会社所有の

全株式を取得することで合意しました。また、ニッケル水素電池事業については、平成

１２年９月に、東芝電池株式会社から三洋電機株式会社に事業資産を譲渡することで合

意しました。

・ 平成１２年９月に、当社グループと日本電産株式会社の合弁会社で、家電用モータ事業

を行っている芝浦電産株式会社の当社所有の全株式を譲渡しました。

［通期の見通し］［通期の見通し］［通期の見通し］［通期の見通し］

通期の生産、販売、損益等の状況を含む業績全般に関する見通し通期の生産、販売、損益等の状況を含む業績全般に関する見通し通期の生産、販売、損益等の状況を含む業績全般に関する見通し通期の生産、販売、損益等の状況を含む業績全般に関する見通し

　平成１２年度下期は、海外が、米国経済への不安感や原油価格高騰、ユーロ安の影響が

懸念され、これまでの拡大基調に対して先行きの不透明感が増すものと思われます。一方、

国内では、ＩＴ（情報技術）関連企業を中心に業績が好転し、民間設備投資に回復が見ら

れることから、国内景気は足踏みの中にも明るさが見え、徐々に上向く方向で推移すると

見込まれます。

　連結については、平成１２年度通期の売上高は、６兆２，２００億円となる見通しです。

利益については、１２年度通期では、税引前利益が２，５００億円、当期純利益が

１，３７０億円となる見通しです。

　単独については、売上高で３兆９，２００億円、利益は経常利益で１，５８０億円、当

期純利益で７３０億円を見込んでいます。



－連　6－

平成１２年度の通期の業績見通しは次のとおりです。（　）：前年度比

　連結の業績

　　売上高　　　６兆２，２００億円（１０８％）

　　営業利益　　　　２，８６０億円（２８３％）

　　税引前利益　　　２，５００億円（　－　）

　　当期純利益　　　１，３７０億円（　－　）

　単独の業績

　　売上高　　　３兆９，２００億円（１１２％）

　　営業利益　　　　１，８６０億円（５４２％）

　　経常利益　　　　１，５８０億円（９７１％）

　　税引前利益　　　１，１２０億円（　－　）

　　当期純利益　　　　　７３０億円（　－　）

通期の主なセグメント別の見通し通期の主なセグメント別の見通し通期の主なセグメント別の見通し通期の主なセグメント別の見通し

　連結セグメント別の売上高では、前年度比で、情報通信・社会システムが、情報技術の

進展に伴うシステム投資の拡大やサービス事業の強化により微増、デジタルメディアが、

パソコンおよび周辺機器、携帯電話などのモバイル製品の一層の拡大・強化により増収、

重電システムは、電力設備投資の抑制が続く中で、サービス事業や海外事業でのコスト競

争力の強化により横ばい、電子デバイスは、デジタル機器向け半導体や液晶への注力によ

り増収、家庭電器は、製品競争力の強化により増収、その他部門は増収と見込んでいます。

　また、営業利益は、前年度比で、情報通信・社会システムとその他部門が減益、デジタ

ルメディア・重電システム・電子デバイス・家庭電器はいずれも増益で、うち電子デバイ

スは大幅改善を見込んでいます。

　平成１２年度のセグメント別の連結売上高および連結営業利益の見通しは次の通りです。

売　上　高 営　業　利　益
通期見込み 前年度実績 通期見込み 前年度実績

情報通信・社会システム 1兆 8800 億円 1兆 8583 億円 　 300 億円 381 億円
デジタルメディア 1兆 7200 億円 1兆 5177 億円 　 500 億円 484 億円
重電システム 　　5800 億円 5707 億円    120 億円 93 億円
電子デバイス 1兆 6700 億円 1兆 3733 億円   1600 億円 △235 億円
家庭電器 　　6900 億円 6599 億円     120 億円 54 億円
その他 　　7000 億円 5341 億円 　 240 億円 267 億円
合　計 7兆 2400 億円 6兆 5140 億円 　 2880 億円 1044 億円
セグメント間消去 △1兆 200 億円 △7646 億円 　△20億円 △34億円
連　結 6兆 2200 億円 5兆 7494 億円 2860 億円 1010 億円
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次期の利益配分に関する見通し次期の利益配分に関する見通し次期の利益配分に関する見通し次期の利益配分に関する見通し

　期末の配当については、１株当り５円（前年度期末配当金３円）とする予定で、年間

１０円（前年度配当金３円）とする予定です。

次期中に予定している重要な経営上の施策の概略次期中に予定している重要な経営上の施策の概略次期中に予定している重要な経営上の施策の概略次期中に予定している重要な経営上の施策の概略

　平成１３年１月に、昇降機事業を行っている社内カンパニーの昇降機システム社を分社

し、昇降機の保守サービスや販売を行っている子会社の東芝エレベータ株式会社と一体化

することを予定しています。

次期の経営に重要な影響を与えることが予想される経済指標について次期の経営に重要な影響を与えることが予想される経済指標について次期の経営に重要な影響を与えることが予想される経済指標について次期の経営に重要な影響を与えることが予想される経済指標について

　平成１２年度下期の業績見通しにあたっては、対米ドル平均レート１００円、対ユーロ

平均レート１００円を前提としています。

以　上



（企業集団の状況）

　当グループは、当社、連結子会社313社及び持分法適用会社32社（平成12年9月30日現在）を中心に構成され、情報通信・社会システム、デジタ
ルメディア、重電システム、電子デバイス、家庭電器及びその他の6部門に関係する事業を主として行っており、その製品はあらゆる種類にわたっ
ている。当グループにおける主要な関係会社の事業の系統は、概ね図のとおりである。

得          意          先

情 製造販売会社 据付・サービス会社

報 ☆ 東芝テック(株） ☆ 東芝エレベータ(株)

通 ☆ 東芝ｱﾒﾘｶ・ﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾘｭｰｼｮﾝ社 ☆ 東芝エンジニアリング(株)

信 ☆ 東芝・ド・ブラジル社 ☆ 東芝医用ファイナンス(株)

・ ☆ 東芝インターナショナル・アメリカ社

社

会 製造会社 販売会社

シ ☆ 東芝エレベータプロダクツ(株) ☆ 東芝メディカル(株）

ス ☆ 東芝アメリカMRI社 ☆ 東芝アメリカメディカルシステム社

テ

ム 当

製造販売会社 販売会社
デ ☆ 東芝メディア機器(株) ☆ 東芝情報機器(株)
ジ ☆ 大連東芝テレビジョン社 ☆ 東芝情報システム英国社
タ ☆ 東芝アメリカ家電社 ☆ 東芝システム・フランス社
ル ☆ 東芝アメリカ情報システム社 ☆ 東芝ビデオプロダクツ社
メ ☆ 東芝システム欧州社
デ ※ センプ東芝アマゾナス社
ィ
ア 製造会社

☆ 東芝情報機器フィリピン社

重
電 製造販売会社 据付・サービス他
シ ※ ｼﾞｰｲｰ東芝ﾀｰﾋﾞﾝｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾂ･ﾒｷｼｺ社 ☆ 東芝プラント建設(株）
ス
テ
ム

会

製造販売会社 販売会社
☆ (株）エイ・ティーバッテリー ☆ 東芝デバイス(株）
☆ 東芝電池（株） ☆ セミコンダクタ・アメリカ社
☆ 東芝ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲﾃﾞｨﾊﾞｲｽ・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ社 ☆ 東芝ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ・ｱｼﾞｱ社
☆ 東芝アメリカ電子部品社 ☆ 東芝ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ・ﾖｰﾛｯﾊﾟ社
☆ 東芝ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲﾃﾞｨﾊﾞｲｽ・ﾀｲ社 ☆ 東芝ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ台湾社

電
子 製造会社
デ ☆ 福岡東芝エレクトロニクス(株）
バ ☆ 岩手東芝エレクトロニクス(株）
イ ☆ 加賀東芝エレクトロニクス(株）
ス ☆ 杵築東芝エレクトロニクス(株）

☆ 四日市東芝エレクトロニクス(株）
☆ 東芝ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲﾃﾞｨﾊﾞｲｽ米国社
☆ 東芝ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ・ﾏﾚｰｼｱ社
※ ディスプレイ・テクノロジー(株)
※ ドミニオンセミコンダクタ社

製造販売会社

☆ 東芝キヤリア(株) 社
☆ 東芝ホームテクノ（株） 販売会社
☆ 東芝ライテック（株） ☆ 東芝ｷﾔﾘｱ空調ｼｽﾃﾑｽﾞ(株）

家 ☆ 東芝コンプレッサ台湾社
庭 ※ 広東美芝コンプレッサー社
電 ※ 東芝キヤリア・タイ社
器 ※ 東芝キヤリア英国社

製造会社
☆ 東芝家電製造タイ社
☆ 東芝大連社

製造販売会社 サービス会社他
☆ 芝浦メカトロニクス(株) ☆ 東芝不動産総合リース（株）
☆ 東芝ケミカル(株) ☆ 東芝キャピタル(株）

そ ※ ジーイー東芝シリコーン(株) ☆ 東芝クレジット（株）
※ (株)トプコン ☆ 東芝総合ファイナンス（株）

の ※ 東芝セラミックス(株) ☆ 東芝物流（株）
※ 東芝機械(株) ☆ 東芝中国社

他 ※ 東芝タンガロイ(株) ☆ 東芝アメリカキャピタル社
☆ 東芝アメリカ社
☆ 東芝キャピタル・アジア社
☆ 東芝ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾌｧｲﾅﾝｽ・ｵﾗﾝﾀﾞ社
☆ 東芝ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾌｧｲﾅﾝｽ英国社

　製品の流れ ☆　連結子会社

　据付・サービス他 ※　持分法適用会社

なお、上記のうち、国内の証券市場に上場している子会社と公開市場は以下のとおりである。
東芝テック(株)　　　　　　東京証券取引所
東芝プラント建設(株)　　　東京証券取引所
芝浦メカトロニクス(株)　　東京証券取引所
東芝ケミカル(株)　　　　　東京証券取引所

－連 ８－



㈱東芝　連結

比 較 連 結 損 益 計 算 書
（単位：百万円）

12年度 11年度

摘　　　　　　要 上半期 上半期
前年同期比較

11 年 度

(A) (B) (A)-(B) (A)/(B)

2,825,918 2,622,464 203,454 108 
％

5,749,372 

2,034,082 1,933,196 100,886 105 4,254,444 

売 上 総 利 益 791,836 689,268 102,568 115 1,494,928 

％ 28.0  26.3  1.7  26.0  

685,815 719,856 △34,041 95 1,393,959 

営業利益 (損失 ) 106,021 △30,588 136,609 -  100,969 

％ 3.8  △1.2  5.0  1.8  

69,223 39,658 29,565 175 106,993 

受 取 利 子 6,608 3,977 2,631 166 9,595 

受 取 配 当 金 3,351 3,216 135 104 12,198 

雑 収 入 59,264 32,465 26,799 183 85,200 

69,031 74,751 △5,720 92 252,806 

支 払 利 子 21,097 23,386 △2,289 90 43,256 

雑 損 失 47,934 51,365 △3,431 93 209,550 

192 △35,093 35,285 -  △145,813 

106,213 △65,681 171,894 -  △44,844 

％ 3.8  △2.5  6.3  △0.8  

54,286 △20,158 74,444 -  △4,530 

2,567 1,536 1,031 167 △1,728 

4,538 △1,400 5,938 -  5,683 

53,898 △48,459 102,357 -  △32,903 

％ 1.9  △1.8  3.7  △0.6  

(注)12年度上半期より米国財務会計基準書第115号「特定の負債証券及び持分証券投資の会計処理」を適用し
  　た。これに伴い、11年度上半期及び11年度の連結損益計算書を12年度上半期の表示にあわせて修正再表示し
　　ている。

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

少数株主損益（控除）

持 分 法 に よ る 損 益

当 期 純 利 益 （ 損 失 ）

営 業 外 費 用

営 業 外 損 益

税 引 前 利 益 ( 損 失 )

法 人 税 等

－連 ９－



㈱東芝　連結

比 較 連 結 貸 借 対 照 表
（単位：百万円）

12年度上半期末(A) 11　年　度　末(B)
(A)-(B)

12-9-30現在 12-3-31現在

（ 資　　産　　の　　部 ）

2,994,424   3,063,206   △68,782   

現 金 及 び 現 金 同 等 物 532,550   465,237   67,313   

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 993,774   1,168,432   △174,658   

短 期 金 融 債 権 228,931   245,097   △16,166   

棚 卸 資 産 872,666   837,188   35,478   

そ の 他 の 流 動 資 産 366,503   347,252   19,251   

15,531   19,613   △4,082   

334,030   334,853   △823   

419,697   494,337   △74,640   

1,411,603   1,459,745   △48,142   

395,127   408,252   △13,125   

5,570,412   5,780,006   △209,594   

（ 負 債 ・ 資 本 の 部 ）

2,695,691   2,848,634   △152,943   

短 期 借 入 金 728,858   845,429   △116,571   

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 996,183   1,015,628   △19,445   

そ の 他 の 流 動 負 債 970,650   987,577   △16,927   

1,661,445   1,746,540   △85,095   

127,475   124,733   2,742   

1,085,801   1,060,099   25,702   

資 本 金 274,921   274,919   2   

資 本 準 備 金 285,732   285,729   3   

連 結 剰 余 金 687,492   643,250   44,242   

その他の包括利益累計額 △162,344   △143,799   △18,545   

5,570,412   5,780,006   △209,594   

有 価 証 券 未 実 現 損 益 43,323   70,687   △27,364   
外 貨 換 算 調 整 額 △93,415   △105,990   12,575   
最 小 年 金 負 債 調 整 額 △112,252   △108,496   △3,756   

1,855,031   1,967,349   △112,318   

(注)12年度上半期より米国財務会計基準書第115号「特定の負債証券及び持分証券投資の会計処理」を適用し

　　た。これに伴い、11年度の連結貸借対照表を12年度上半期の表示にあわせて修正再表示している。
　　

流 動 負 債

流 動 資 産

長 期 受 取 手 形 及 び 売 掛 金

長 期 金 融 債 権

投 資 等

摘 要

借 入 金 ・ 社 債 残 高

固 定 負 債

少 数 株 主 持 分

資 本

負 債 ・ 資 本 計

その他の包括利益累計額内訳

有 形 固 定 資 産

そ の 他 の 資 産

資 産 計

－連 １０－



㈱東芝　連結

連 結 資 本 勘 定 計 算 書

（11年度） （単位：百万円）

その他の

摘 　　　　　 要 資本金 資本準備金 連結剰余金 包括利益(損失) 合　計
累計額

平 成 1 1 年 3 月 3 1 日 現 在 残 高 274,916 285,727 685,809 △117,699 1,128,753 

転 換 社 債 の 株 式 へ の 転 換 3 2 5 

包  括  利  益  （  △  損  失  ）

当      期      純      損      失 △32,903 △32,903 

その他の包括利益（△損失）、税効果控除後

有 価 証 券 未 実 現 損 益 4,457 4,457 

外 貨 換 算 調 整 額 △45,788 △45,788 

最 小 年 金 負 債 調 整 額 15,231 15,231 

当  期  包  括  利  益 （ △ 損 失 ） △59,003 

配　　　　　　当　　　　　　　金 △9,656 △9,656 

平 成 1 2 年 3 月 3 1 日 現 在 残 高 274,919 285,729 643,250 △143,799 1,060,099 

（12年度上半期）
その他の

摘 　　　　　 要 資本金 資本準備金 連結剰余金 包括利益(損失) 合　計
累計額

平 成 1 2 年 3 月 3 1 日 現 在 残 高 274,919 285,729 643,250 △143,799 1,060,099 

転 換 社 債 の 株 式 へ の 転 換 2 3 5 

包  括  利  益  （  △  損  失  ）

当      期      純      利      益 53,898 53,898 

その他の包括利益（△損失）、税効果控除後

有 価 証 券 未 実 現 損 益 △27,364 △27,364 

外 貨 換 算 調 整 額 12,575 12,575 

最 小 年 金 負 債 調 整 額 △3,756 △3,756 

当  期  包  括  利  益 （ △ 損 失 ） 35,353 

配　　　　　　当　　　　　　　金 △9,656 △9,656 

平 成 1 2 年 9 月 3 0 日 現 在 残 高 274,921 285,732 687,492 △162,344 1,085,801 

（11年度上半期）
その他の

摘 　　　　　 要 資本金 資本準備金 連結剰余金 包括利益(損失) 合　計
累計額

平 成 1 1 年 3 月 3 1 日 現 在 残 高 274,916 285,727 685,809 △117,699 1,128,753 

包  括  利  益  （  △  損  失  ）

当      期      純      損      失 △48,459 △48,459 

その他の包括利益（△損失）、税効果控除後

有 価 証 券 未 実 現 損 益 24,710 24,710 

外 貨 換 算 調 整 額 △24,527 △24,527 

最 小 年 金 負 債 調 整 額 2,072 2,072 

当  期  包  括  利  益 （ △ 損 失 ） △46,204 

配　　　　　　当　　　　　　　金 △9,656 △9,656 

平 成 1 1 年 9 月 3 0 日 現 在 残 高 274,916 285,727 627,694 △115,444 1,072,893 

(注)12年度上半期より米国財務会計基準書第115号「特定の負債証券及び持分証券投資の会計処理」を適用した。
　　これに伴い、11年度及び11年度上半期の連結資本勘定計算書を12年度上半期の表示にあわせて修正再表示し
　　ている。
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㈱東芝　連結

比 較 連 結 キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ － 表

12年度上半期 11 年 度
(A) (B)

Ⅰ．

１． 53,898 △32,903 

減 価 償 却 費 164,239 348,761 

持 分 法 に よ る 投 資 損 益 △4,538 △6,108 

受 取 債 権 の 増 減 182,785 23,322 

棚 卸 資 産 の 増 減 △34,925 136,351 

支 払 債 務 の 増 減 △8,839 44,407 

そ の 他 △66,273 △77,884 

２． 232,449 468,849 

286,347 435,946 

Ⅱ．

１． 29,928 101,498 

２． △144,931 △298,512 

３． △5,582 △16,326 

４． 5,486 13,985 

５． 8,188 △93,799 

△106,911 △293,154 

Ⅰ＋Ⅱ 179,436 142,792 

Ⅲ．

１．長期借入金の借入 134,693 302,376 

２．長期借入金の返済 △152,444 △289,712 

３．配当金の支払 △9,579 △9,458 

４．短期借入金の増減 △97,603 △161,882 

△124,933 △158,676 

Ⅳ． 12,810 △16,631 

Ⅴ． 67,313 △32,515 

Ⅵ． 465,237 497,752 

Ⅶ． 532,550 465,237 

(注)12年度上半期より米国財務会計基準書第115号「特定の負債証券及び持分証券投資の会計処理」を適用した。

　　これに伴い、11年度の連結キャッシュ・フロー表を12年度上半期の表示にあわせて修正再表示している。

為 替 変 動 の キ ャ ッ シ ュ に 対 す る 影 響 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 （ キ ャ ッ シ ュ ） 純 増 減 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 （ キ ャ ッ シ ュ ） 期 首 残 高

現 金 及 び 現 金 同 等 物 （ キ ャ ッ シ ュ ） 期 末 残 高

短 期 借 入 金 の 増 減

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ －

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ －

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ －

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

長 期 借 入 金 の 借 入

長 期 借 入 金 の 返 済

配 当 金 の 支 払

有 形 固 定 資 産 及 び 有 価 証 券 の 売 却 収 入

摘　　  　　　　　要

有 形 固 定 資 産 の 購 入

有 価 証 券 の 購 入

関 連 会 社 に 対 す る 投 資 等 の 増 減

フ リ ー キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

当 期 純 利 益 （ 損 失 ）

営業活動によるキャッシュ・フローへの調整

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

そ の 他
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㈱東芝　連結

セ  グ  メ  ン  ト  情  報

１．事業の種類別セグメント情報 （単位：百万円）
12年度上半期 11年度上半期 前年同期比較 11年度

摘　　　　　要 (A) (B)
(構成比％） （構成比％） (A)-(B) (A)/(B) （構成比％）

％

情報通信・社会システム 765,905 803,274 △37,369 95 1,858,279 
(23)  (27)  (△4)  (29)  

売 デ ジ タ ル メ デ ィ ア 764,188 706,000 58,188 108 1,517,692 
(23)  (23)  (0)  (23)  

重 電 シ ス テ ム 285,580 253,303 32,277 113 570,681 
(9)  (8)  (1)  (9)  

電 子 デ バ イ ス 815,312 618,549 196,763 132 1,373,251 
(25)  (21)  (4)  (21)  

上 家 庭 電 器 336,280 330,758 5,522 102 659,894 
(10)  (11)  (△1)  (10)  

そ の 他 335,903 290,292 45,611 116 534,114 
(10)  (10)  (0)  (8)  

計 3,303,168 3,002,176 300,992 110 6,513,911 
(100)  (100)  (100)  

高 消 去 △477,250 △379,712 △97,538 - △764,539 

連 結 2,825,918 2,622,464 203,454 108 5,749,372 

情報通信・社会システム △19,719 △1,735 △17,984 - 38,102 

デ ジ タ ル メ デ ィ ア 17,542 18,020 △478 97 48,361 

重 電 シ ス テ ム 6,904 2,426 4,478 285 9,342 

電 子 デ バ イ ス 80,509 △65,610 146,119 - △23,524 

家 庭 電 器 5,661 1,587 4,074 357 5,354 

そ の 他 13,716 15,532 △1,816 88 26,694 

計 104,613 △29,780 134,393 - 104,329 

消 去 1,408 △808 2,216 - △3,360 

連 結 106,021 △30,588 136,609 - 100,969 

（注）1.12年度上半期において一部事業区分の見直しを行った。それに伴い、11年度上半期および11年度
　　　  のセグメント情報を12年度上半期の表示に合わせて組替再表示している。
      2.各部門の売上高は、セグメント間の内部売上高又は振替高を含めて表示している。

営

業

利

益

（

損

失

）
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㈱東芝　連結

２．所在地別セグメント情報 (単位:百万円)

12年度上半期 11年度上半期 前年同期比較 11年度

(A) (B) (A)-(B) (A)/(B)

日 本 2,475,611 2,254,306 221,305 110 
％

4,447,900 

売 北 米 447,022 465,060 △18,038 96 921,782 

ア ジ ア 449,729 343,335 106,394 131 653,773 

上 欧 州 240,368 232,876 7,492 103 517,244 

そ の 他 29,597 27,368 2,229 108 62,999 

高 計 3,642,327 3,322,945 319,382 110 6,603,698 

消 去 △816,409 △700,481 △115,928 - △854,326 

連 結 2,825,918 2,622,464 203,454 108 5,749,372 

日 本 88,988 △52,593 141,581 - 58,734 

北 米 4,261 6,957 △2,696 61 12,411 

ア ジ ア 14,755 9,869 4,886 150 23,216 

欧 州 3,427 1,020 2,407 336 2,989 

そ の 他 429 805 △376 53 742 

計 111,860 △33,942 145,802 - 98,092 

消 去 △5,839 3,354 △9,193 - 2,877 

連 結 106,021 △30,588 136,609 - 100,969 

３．海 外 売 上 高 （単位：百万円）

12年度上半期 11年度上半期 前年同期比較 11年度
摘　　　　　要 (A) (B)

(構成比％） （構成比％） (A)-(B) (A)/(B) (構成比％）

％
北 米 411,946 460,857 △48,911 89 906,165 

(15)  (18)  (△3)  (16)  

ア ジ ア 392,973 329,371 63,602 119 636,317 
(14)  (13)  (1)  (11)  

欧 州 251,193 241,279 9,914 104 546,645 
(9)  (9)  (0)  (10)  

そ の 他 64,007 58,983 5,024 109 146,177 
(2)  (2)  (0)  (2)  

海  外  売  上  高 1,120,119 1,090,490 29,629 103 2,235,304 
(40)  (42)  (△2)  (39)  

連  結  売  上  高 2,825,918 2,622,464 203,454 108 5,749,372 
(100)  (100)  (100)  

営

業

利

益

（

損

失

）

摘          要
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㈱東芝　連結

連結財務諸表作成の基本となる事項

当社の連結決算は米国会計基準に準拠している。

１．連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数及び主要会社名： 313社（東芝ﾌﾟﾗﾝﾄ建設㈱、芝浦ﾒｶﾄﾛﾆｸｽ㈱、東芝ﾃｯｸ㈱　他）

持分法適用会社数及び会社名：  32社（東芝機械㈱、東芝ｾﾗﾐｯｸｽ㈱、㈱トプコン　他）

２．連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連　結：  8社減 （新規 16社） 東芝産業機器製造㈱、東芝ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｽﾃﾑ上海社、

㈱フレッシュアイ 他

（除外 24社） 芝浦電産㈱ 他

持分法：  0社増 （新規  2社） フラッシュヴィジョン社 他

（除外  2社） 昭和電線電纜㈱ 他

(注)当社は、平成12年度上半期より米国財務会計基準書第115号「特定の負債証券及び持分証券

　　投資の会計処理」を適用した。これに伴い、平成11年度上半期及び平成11年度の連結財務

　　諸表について修正再表示している。
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㈱東芝　連結

有 価 証 券 の 時 価 等

（連結財務諸表）

（単位：百万円）

平成12年9月30日現在

　売却可能有価証券

株　　　　　式

負　債　証　券

合　　　計　　

平成12年3月31日現在

　売却可能有価証券

株　　　　　式

負　債　証　券

合　　　計　　

（個別財務諸表）

関係会社株式で時価のあるもの

（単位：百万円）

摘　　要 当年度上半期末

関係会社株式

デリバティブ取引の契約額及び時価
（単位：百万円）

当年度上半期末 前年度末

契約額等
貸借対照表
計上額

見積公正価額 契約額等
貸借対照表

計上額
見積公正価額

先 物 為 替 予 約 204,613 △205 95 301,518 1,849 5,308 

金利スワップ契約 384,598 - △2,385 401,136 － △3,416 

通貨スワップ契約 138,069 9,038 8,924 84,588 4,550 5,355 

差　　額

96,507 

金
融
派
生
商
品

236,801 

13,239 

250,040 

162,063 

10,823 

172,886 

公正価額

127,529 

76 

127,605 

78,845 

567 

79,412 

未実現保有損益

109,272 

13,163 

122,435 

取得原価

83,218 

10,256 

93,474 

貸借対照表計上額

128,925 

時　　価

225,432 
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平成 13年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 12年 10月 27日

上   場   会   社   名       株式会社　東　芝 上場取引所 東 大 名 福 京 札

コード番号       6502 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 広報室長 東京都

　　　　  氏　　       名　　　　　　　　　　　　　　野村　克文 TEL (03) 3457 - 2100
中間決算取締役会開催日　　平成 12年 10月 27日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　       平成 12年 12月  8日

１. 12年 9月中間期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）
(1)経営成績

　　  売   上   高 　   営　業　利　益 　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 1,755,528 13.1 66,873 - 67,553 -
11年 9月中間期 1,552,188 △ 3.0 △ 38,739 - △ 49,201 -
12年 3月期 3,505,338 34,324 16,280

    中間(当期）純利益 　   １ 株 当 た り 中 間

       ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 26,307 - 8.17
11年 9月中間期 △ 46,119 - △ 14.33
12年 3月期 △ 244,515 △ 75.96
(注)①期中平均株式数    12年 9月中間期 3,219,010,593 株   11年 9月中間期 3,218,999,545 株   12年 3月期 3,219,001,882 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

12年 9月中間期 5.00 －
11年 9月中間期 0.00 －
12年 3月期 － 3.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資  本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 3,363,500 946,451 28.1 294.02
11年 9月中間期 3,220,900 1,080,980 33.6 335.81
12年 3月期 3,380,216 882,588 26.1 274.18
(注)期末発行済株式数    12年 9月中間期 3,219,013,355 株   11年 9月中間期 3,218,999,545 株   12年 3月期 3,219,006,450 株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 　　  売   上   高 　　経　常　利　益   当　期　純　利　益  １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 3,920,000 158,000 73,000 5.00 10.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   22 円 68 銭 
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(株)東芝　単独

比　較　損　益　計　算　書

（単位：百万円）

当 年 度 前 年 度

摘　　　　　　要 上 半 期 上 半 期 前 年 同 期 比 較 前 年 度

（Ａ） （Ｂ） (A)－(B) (A)／(B)

経 常 損 益 の 部 ％

1,755,528 1,552,188 203,340 113 3,505,338 

1,374,570 1,288,442 86,128 107 2,845,635 

314,084 302,484 11,600 104 625,378 

66,873 △38,739 105,612       - 34,324 

％ 3.8   △2.5   6.3   1.0   

(41,662) (37,801) (3,861) (110) (72,941)

受 取 利 子 2,608 532 2,076 490 1,536 

受 取 配 当 金 23,964 12,116 11,848 198 24,533 

雑 収 入 15,088 25,152 △10,064 60 46,871 

(40,981) (48,263) (△7,282) (85) (90,984)

支 払 利 子 8,466 8,787 △321 96 17,400 

雑 損 失 32,515 39,476 △6,961 82 73,583 

(680) (△10,462) (11,142)      (-) (△18,043)

67,553 △49,201 116,754       - 16,280 

％ 3.8  △3.2   7.0   0.5   

特 別 損 益 の 部

(42,193) (5,705) (36,488) (740) (51,903)

退 職 給 付 信 託 設 定 益 42,193 0 42,193       - 0 

株 式 売 却 益 0 0 0       - 46,197 

子 会 社 株 式 売 却 益 0 5,705 △5,705       - 5,705 

(78,225) (39,936) (38,289) (196) (481,800)

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 73,006 0 73,006       - 0 

子 会 社 整 理 損 失 5,219 0 5,219       - 0 

退職給与引当金過年度分繰入額 0 0 0       - 312,159 

Ｆ Ｄ Ｃ 訴 訟 和 解 費 用 0 0 0       - 106,385 

事 業 構 造 改 善 費 用 0 32,967 △32,967       - 37,700 

厚生年金基金過去勤務費用償却額 0 6,968 △6,968       - 13,898 

子 会 社 株 式 評 価 損 0 0 0       - 11,656 

31,521 △83,432 114,953       - △413,616 

％ 1.8  △5.4   7.2   △11.8   

100 90 10 111 205 

5,114 △37,403 42,517       - △169,305 

26,307 △46,119 72,426       - △244,515 

％ 1.5  △3.0   4.5   △7.0   

43,871 411 43,460       - 411 

80,661 △80,661       - 80,661 

9,230 △9,230       - 9,230 

70,179 44,184 25,995 159 △154,212 

（注）１．退職給付信託設定益 42,193百万円は、退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異の一括処理を

　　　　　目的として、保有株式を信託に供したことによる売却益である。

　　　２．退職給付引当金繰入額 73,006百万円は、退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異を一括して

　　　　　処理したものである。

　　　３．子会社整理損失 5,219百万円は、東芝英国社に係るものである。

営 業 損 益 の 部

営 業 外 損 益 の 部

税 引 前 当 期 純 利 益 （ 損 失 ）

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

当 期 純 利 益 （ 損 失 ）

特 別 利 益

特 別 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益 （ 損 失 ）

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 原 価

売 上 高

営 業 利 益 （ 損 失 ）

特 別 利 益

営 業 外 損 益

法 人 税 等 調 整 額

前 期 繰 越 利 益

過 年 度 税 効 果 調 整 額

税効果会計適用に伴う積立金取崩額

当期未処分利益（未処理損失）
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(株)東芝　単独

比　較　貸　借　対　照　表

（単位：百万円）

摘　　　要
当年度上半期末 前 年 度 末

(Ａ)－(Ｂ) 摘　　　要
当年度上半期末 前 年 度 末

(Ａ)－(Ｂ)
12-9-30現在(A) 12-3-31現在(B) 12-9-30現在(A) 12-3-31現在(B)

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 (1,527,938) (1,642,826) (△114,888) 流 動 負 債 (1,344,529) (1,395,132) (△50,603)

現 金 及 び 預 金 185,677 189,436 △3,759 支払手 形及 び買 掛金 672,116 700,933 △28,817 

受取手形及び売掛金 481,234 633,337 △152,103 短 期 借 入 金 114,205 121,655 △7,450 

有 価 証 券 59,000 66,572 △7,572 社 債 42,550 34,050 8,500 

棚 卸 資 産 501,892 485,241 16,651 前 受 金 243,980 260,273 △16,293 

前 渡 金 45,044 52,885 △7,841 引 当 金 1,092 1,248 △156 

繰 延 税 金 資 産 46,519 69,819 △23,300 そ の 他 流 動 負 債 270,585 276,972 △6,387 

そ の 他 流 動 資 産 226,145 162,870 63,275 固 定 負 債 (1,072,519) (1,102,495) (△29,976)

貸 倒 引 当 金 △17,576 △17,336 △240 社 債 518,267 547,297 △29,030 

固 定 資 産 (1,835,562) (1,737,389) (98,173) 長 期 借 入 金 61,922 63,085 △1,163 

有 形 固 定 資 産 695,072 728,251 △33,179 引 当 金 492,162 481,434 10,728 

無 形 固 定 資 産 37,008 35,999 1,009 そ の 他 固 定 負 債 168 10,678 △10,510 

投 資 等 (1,103,481) (973,138) (130,343) 負債の部合計 2,417,049 2,497,627 △80,578 

289,938 167,555 122,383 

489,367 465,751 23,616 資 本 の 部

61,754 51,724 10,030 資  本  金 274,921 274,918 3 

164,007 180,147 △16,140 法定準備金 (331,375) (331,372) (3)

104,162 108,441 △4,279 資 本 準 備 金 262,645 262,643 2 

△5,749 △482 △5,267 利 益 準 備 金 68,729 68,729 0 

剰  余  金 (292,946) (276,297) (16,649)

研 究 基 金 3,760 3,760 0 

中 間 配 当 積 立 金 18,000 18,000 0 

圧 縮 記 帳 積 立 金 14,410 12,073 2,337 

特 別 償 却 準 備 金 277 364 △87 

ﾌ ﾟ ﾛ ｸ ﾞ ﾗ ﾑ 等 準 備 金 264 257 7 

別 途 積 立 金 186,055 396,055 △210,000 

当期未処分利益(未処理損失) 70,179 △154,212 224,391 

（うち当期純利益（損失）） (26,307) (△244,515) (270,822)

評価差額金 47,207 47,207 

資本の部合計 946,451 882,588 63,863 

資 産 合 計 3,363,500 3,380,216 △16,716 負債・資本合計 3,363,500 3,380,216 △16,716 

借入金・社債残高 736,944 766,088 △29,144 

　　（注）１．保証債務及び保証類似行為 　 （当年度上半期末）    339,698（前年度末）   379,831

　　　　　２．有形固定資産減価償却累計額 （当年度上半期末）  1,759,140（前年度末） 1,735,448

　　　　　３．当年度上半期から退職給付に係る会計基準を適用している。この変更により、営業利益及び経常利益は 1,065百万円

　　　　　　　増加し、税引前当期純利益は 29,747百万円減少している。

　　　　　４．当年度上半期から金融商品に係る会計基準を適用している。この変更による損益への影響額は軽微である。

　　　　　　　また、この変更により、現金及び預金は 64,000百万円、有価証券は 11,293百万円それぞれ減少し、その他流動資産

　　　　　　　は 40,964百万円、投資有価証券は 115,873百万円それぞれ増加している。

子会社株式及び出資金

繰 延 税 金 資 産

長 期 貸 付 金

そ の 他 投 資 等

貸 倒 引 当 金

投 資 有 価 証 券
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(株)東芝　単独

部　門　別　受　注　高

（単位：百万円）

当年度上半期 前年度上半期 前 年 同 期 比 較 当 年 度 前 年 度
摘　　　要 (Ａ) (Ｂ) 上 半 期 末

(構成比％) (構成比％) (A)－(B) (A)/(B) 受 注 残 高 (構成比％)

％

情報通信・社会システム 421,464  411,111  10,353  103  540,199  895,880 

(24)   (26)   (△2)   (25)  

デ ジ タ ル メ デ ィ ア 449,553  389,648  59,905  115  9,177  840,842 

(26)   (25)   (1)   (23)  

重 電 シ ス テ ム 162,348  215,894  △53,546  75  983,356  635,607 

(9)   (14)   (△5)   (18)  

電 子 デ バ イ ス 639,461  492,288  147,173  130  0  1,082,629 

(37)   (31)   (6)   (30)  

家 庭 電 器 70,542  72,878  △2,336  97  0  140,181 

(4)   (4)         (-) (4)  

合 計 1,743,372  1,581,819  161,553  110  1,532,732  3,595,142 

(100)   (100)   (100)  

   

う ち 輸 出 高 680,990  620,223  60,767  110  1,298,763 

(39)   (39)         (-) (36)  
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